
令和４年度第２回 埼玉県性の多様性に関する施策推進会議
次 第

１ 開 会

２ 挨 拶

３ 議 事

（１）埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）について

（２）県の事務事業に係る合理的配慮について

４ その他

５ 閉 会

日時 令和４年７月２６日（火）

１０時～１２時

場所 あけぼのビル５０１会議室
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資料一覧

（資料１－１）埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）について

（資料１－２）埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）の指標項目・概要（案）

（資料１－３）埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）の指標項目・詳細（案）

（資料２－１）県の事務事業の見直しについて

（資料２－２）埼玉県が実施する事務事業における性の多様性への合理的な配慮指針
の策定(案）

（資料２－３）合理的な配慮指針の検討ポイント

（資料３） 条例に基づく基本計画について

（参考資料１）埼玉県性の多様性を尊重した社会づくり条例の全文

（参考資料２）本県における審議会等及び協議会等への女性の登用促進について

（参考資料３）みんなですすめよう男女共同参画令和２年度「事業のチェックポイン
ト５」（令和３年度版男女共同参画に関する年次報告抜粋）

（参考資料４）令和４年度 埼玉県性の多様性に関する施策推進会議の今後のスケジュール

（参考資料５）ＬＧＢＴＱオンラインサロン&相談会チラシ（人権教育課）
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ご議論いただきたいポイント

・埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）のあり方について

・県の事務事業に係る合理的配慮のあり方について
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１ 趣 旨
LGBTQに配慮した取組を進める県内企業の取組状況を、指標により見える化し、

LGBTQが働きやすい環境づくりを促進する

２ 名称
埼玉県アライチャレンジカンパニー登録制度(案）～Saitama Ally Challenge Company(SACC)～

（理由）県内企業の皆様にアライ（支援者）としてＬＧＢＴＱの方への配慮に向けた様々な取組へのチャレンジを
促すものとするため

３ 対 象
次のいずれにも該当とするものとする
（１）県内に事業所を有する者 又は 事業活動を行っている事業者
（２）県のLGBTQ企業向けオンライン研修（令和４年度）を受講していること
（３）労働関係法令を遵守していること

４ 登録方法
指標項目チェックシート及び根拠資料により確認を行い、登録する

５ 指標項目
LGBTQ配慮への基本方針の提示をはじめ、「社内の理解促進」、「相談体制の整備」、

「福利厚生」、「採用における配慮」、「従業員に対する配慮」、「顧客に対する配慮」に係る
全４８項目

６ 開始時期
令和４年９月

埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）について
資料１－１
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埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）の指標項目・概要（案）

項目（指標数） 要件 根拠書類

１ 基本的な方針 （６）
性の多様性を尊重することや、SOGIに基づく差別を行
わないことなど、LGBTQに配慮した方針を社内外に広く
公開している。

社内規程、社内報、
行動計画等の写し 等

２ 社内への理解促進 （９）
従業員向けに性の多様性に関する理解を促進するた
めの取組を行っている。

研修の広報物、
実施報告書等の写し 等

３ 相談体制の整備 （７）

従業員が、パワーハラスメントやセクシュアルハラスメ
ントに関するものだけでなく、SOGIに関する職場におけ
る悩みごとや困りごとについて相談できる体制があり、
従業員に周知している。

就業規則、
制度の案内等の写し 等

４ 福利厚生
（休暇・手当等）

（７）
同性パートナーがいる従業員や、トランスジェンダーの
従業員向けの休暇・手当等の福利厚生が認められて
いる。

就業規則、休業規程、
制度の案内等の写し 等

５ 採用における配慮 （５）
SOGIを理由とした差別を行わず、公正な採用基準・方
法に基づいた採用活動を行っている。

採用ポリシー、
採用パンフレット 等

６ 従業員に対する配慮 （８）
従業員がSOGIに関わらず働きやすい職場となるよう、
配慮を行っている。

施設整備の写真、
制度の案内等の写し 等

７ 顧客に対する配慮 （６）
SOGIにかかわらず利用しやすいよう、窓口対応や顧客
を対象としたサービスの提供を行っている。

サービスの案内の写し
等

資料１－２
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埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）の指標項目・詳細（案）

資料１－３

１　基本的な方針 0 ／ 6

□ 社内規程等への方針の明記

□ 社内報、社内イントラネット（※）、掲示板等への方針の掲載

□ 方針を明文化して打ち出し、自社Webページ等で社内外に広く公開している。

□ LGBTQ関連イベントへの参加・協力等　（具体的内容を下欄に記載）

□ LGBTQ当事者支援団体との連携した取組の実施　（具体的内容を下欄に記載）

□ 埼玉県作成「アライ コバトン&さいたまっちマグネットステッカー」の掲示

□ その他（下欄に記載）

※社内・組織内といった限定された人だけがアクセスできるポータルサイト等を指します

　性の多様性を尊重することや、SOGI（性的指向や性自認）に基づく差別を行わないことなど、LGBTQに
配慮した方針を社内外に広く公開している。
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埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）の指標項目・詳細（案）

２　社内への理解促進 0 ／ 9

①　従業員向けに性の多様性に関する理解を促進する研修やセミナーを年１回以上実施している。

□ 管理職

□ 人事担当者

□ 相談窓口担当者

□ 新たに採用した従業員

□ 全従業員

□ その他（下欄に記載）

②　研修・セミナー以外の性の多様性に関する理解を促進する活動を行っている。

□

□ LGBTQに関する理解を促進する啓発期間の設定

□

□ 社内のアライの活動をサポートしている（アライであることを表明することの推奨等）

□ その他（下欄に記載）

従業員向けに性の多様性に関する理解を促進するための取組を行っている。

　・対象（あてはまるもの全てにチェック）

社内イントラネット、ニュースレター等の各種コミュニケーション手段を利用して実施する社内啓発
活動

企業公認の社内のコミュニティ（LGBTQに関するネットワーク）がある。
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次ページへ続く

0 ／ 7

【（１）パワーハラスメントに関する相談体制】

□

[相談対応]

□

□

３　相談体制の整備

　パワーハラスメントに関する相談窓口をあらかじめ定め、SOGIハラスメント※1やアウティング※2に関す

る相談にも対応することを従業員に周知している。※3

※1 SOGIハラスメント： SOGI（性的指向や性自認）に関する侮辱的な言動
※2 アウティング： SOGI（性的指向や性自認）について本人の了解を得ずに他の者に暴露すること
※3 令和2年6月1日に改正された労働施策総合推進法の指針において、SOGIハラスメントやアウティングがパワーハラ
スメントに該当し得ることが示されています。

性の多様性に関する基礎知識や相談対応の留意点等に関する研修やセミナーを受講しているなど、
知識のある者が相談にあたっている。

本人の同意なく他部署の者への情報共有を行わないなど、プライバシー保護の措置をとっている。

埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）の指標項目・詳細（案）
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0 ／ 7

【（2）SOGI（性的指向や性自認）に関する相談体制】

□

[設置方法]

○ ①

○ ②

○ ③

[相談対応]

□

□

□

匿名で相談ができる。

３　相談体制の整備　(続き）

　従業員が、パワーハラスメントやセクシュアルハラスメントに関するものだけでなく、SOGI（性的指向や性
自認）に関する職場における悩みごとや困りごとについて相談できる体制があり、従業員に周知している。

既存のハラスメント等に関する相談窓口において、SOGI（性的指向や性自認）に関する職場にお
ける悩みごとや困りごとについて相談を受け付けていることを明示している。

SOGI（性的指向や性自認）に関する専門の相談窓口を設けている。

SOGI（性的指向や性自認）に関する専門の相談窓口業務について、外部の機関に委託して実施
している。

①又は②の設置方法の場合、性の多様性に関する基礎知識や相談対応の留意点等に関する研修やセ
ミナーを受講しているなど、知識のある者が相談にあたっている。（※③の場合、該当しているものとみなす）

本人の同意なく他部署の者への情報共有を行わないなど、プライバシー保護の措置をとっている。

埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）の指標項目・詳細（案）
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次ページへ続く

0 ／ 7

[同性パートナーがいる従業員向け]

□

□

□

□

※チェックした項目の具体的内容について記入

[同性パートナー及びその親族や子がいる従業員向け]

□

□

□

□

※チェックした項目の具体的内容について記入

その他

４　福利厚生（休暇・手当等）

　同性パートナーがいる従業員や、トランスジェンダーの従業員向けの休暇・手当等の福利厚生が認められて
いる。

　休暇や福利厚生制度の適用にあたり、婚姻と同等の関係にある同性のパートナーを、配偶者と同等
に取り扱うようにしている。

休暇・休職（結婚、出産、看護、介護等）

支給金（慶事祝い金、弔事見舞金、出産祝い金、家族手当、家賃補助等）

その他

　休暇や福利厚生制度の適用にあたり、婚姻と同等の関係にある同性のパートナーの親族や子を、配
偶者の親族や子と同等に取り扱うようにしている。

休暇・休職（パートナーの子の育児、パートナーの親族や子の看護・介護等）

支給金（慶事祝い金、弔事見舞金、出産祝い金、家族手当、家賃補助等）

埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）の指標項目・詳細（案）
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0 ／ 7

[トランスジェンダーの従業員向け]

□

□ 性別適合手術・ホルモン治療時の休暇・休職・勤務形態への配慮等

□ 性別適合手術・ホルモン治療時の費用補助

□ その他

※チェックした項目の具体的内容について記入

[上記制度利用への配慮]

□

４　福利厚生（休暇・手当等）　（続き）

トランスジェンダーの従業員向けの休暇・手当等の福利厚生がある。

上記の制度を利用するにあたって、意図しないカミングアウトやアウティングにつながらないよう、
申請方法や情報の取扱い、情報を知りうる人の範囲等について配慮している。

埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）の指標項目・詳細（案）
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0 ／ 5

□

□

□

□

□

□

応募書類において、性別記入欄を廃止したり、記入を任意にするなど、配慮を行っている。

面接時のマニュアルにLGBTQの方への配慮について盛り込んでいる。

LGBTQの方向けの採用説明会を開催している。

厚生労働省の「公正な採用選考チェックポイント」や「公正な採用選考をめざして」などの啓発資料を
参考に、公正な採用選考を実施している。

その他（下欄に記載）

５　採用における配慮

　SOGI（性的指向や性自認）を理由とした差別を行わず、公正な採用基準・方法に基づいた採用活動を
行っている。

SOGI（性的指向や性自認）を問わず採用を行うことや差別を行わないことについて、採用ポリシー
に盛り込み、パンフレットへの掲載や採用説明会等での説明を行っている。

埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）の指標項目・詳細（案）
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0 ／ 8

□

□

□

□

□

□

□

□

□ その他（下欄に記載）

業務上で通称を使用できるようにしている。

同性愛や異性装が犯罪となる国等への赴任・出張時のリスク対応を行っている。

同性パートナーがいる従業員に対し、遠方への転勤命令等を出すにあたっては、婚姻している従業
員と同様に配慮を行っている。

制服、事務服、作業服などについて、性別にとらわれないものを提供している。

法律上の性別とは異なる性別で暮らしている者に対して、生活実態に応じたトイレや更衣室等が利
用できるよう対応を行っている。

性的指向や性自認に関する相談があった場合に、本人からの要望を聞き、対応を検討する体制を整
えている。

6　従業員に対する配慮

　従業員がSOGI（性的指向や性自認）に関わらず働きやすい職場となるよう、配慮を行っている。

従業員に提出させる書類の性別記入欄又は男女以外の回答欄を併せて設けるなどの配慮をしてい
る。

健康診断において、集団とは別で受診できるようにする、かかりつけ医による健康診断結果の提出
による代替を認めるなどの配慮をしている。

埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）の指標項目・詳細（案）
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0 ／ 6

□

□

□

□

□

□

□

性別に応じて提供している商品やサービスについて、性別にとらわれないものも併せて提供してい
る。

LGBTQの方をターゲットにしたサービスがある。

その他（下欄に記載）

７　顧客に対する配慮

　SOGI（性的指向や性自認）にかかわらず利用しやすいよう、窓口対応や顧客を対象としたサービスの提
供を行っている。

サービスの申込みの際等に提出させる書類の性別記載欄を廃止したり、記入を任意にするなどの配
慮をしている。

受付、相談、交付等を行う窓口における来所者等の呼出しの際に、番号や名字を用いて行うなど、当
該来所者等の戸籍上の性が推認できるような表現を用いないこととしている。

窓口における本人確認は、戸籍上の性ではなく生年月日や住所など他の項目により行っている。

配偶者やその親族向けに提供するサービスを、同性のパートナーやそのパートナーの親族に対しても
提供している。（例：夫婦に対する割引、家族に対する割引など）

埼玉県ＬＧＢＴＱ指標制度（仮称）の指標項目・詳細（案）
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県の事務事業の見直しについて

庁内における事務事業について、令和４年５月１日時点で全庁調査を実施したところ、全１，０３９件で
あることが判明した。このうち、法令に基づく事業は県の判断のみで見直すことが難しいため除外し、それ
以外の県で見直しが可能と見込まれる事業を対象に性の多様性の尊重の視点から見直しを行う。

趣 旨

（１） 調査内容
県庁、指定出資法人、指定管理者等の事務事業について、性別を把握・特定しているもの、男女別

の施設・設備、法律婚夫婦・法律上親族を対象としているものを調査した。

（２） 結果概要（計１，０３９件）
① 性別を把握・特定している事業

・県への提出書類で性別記入欄があるもの ４７６件
・その他性別を把握し、特定しているもの １９０件

② 男女別の施設・設備 ２０２件
③ 法律婚夫婦・法律上親族を対象 １７１件

全庁調査の結果（令和４年５月１日時点）

〇 条例第１０条に基づく合理的配慮による見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ①及び②
性の多様性に関する施策推進会議による検討を踏まえ、合理的な配慮指針を策定し、実施

〇 日本政府の見解（国連人権高等弁務官事務所への報告書）にのっとった見直し・・・・ ③
各事業の目的を踏まえ、個別に見直しを実施

見直し方法

資料２－１
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埼玉県が実施する事務事業における
性の多様性への合理的な配慮指針の策定(案）

埼玉県性の多様性を尊重した社会づくり条例第１０条

１ 合理的な配慮の内容
（１）基本的な姿勢

すべての事務事業実施に当たり、性の多様性を尊重した言動を図る。
（例）：来庁時、電話対応、相談業務での対応、イベント時の対応 など

（２）性別の把握に係る取扱い
・合理的理由がある場合を除き、性別の把握を廃止する。
・性別を把握する合理的な理由及びその手法

（３）施設・設備の整備における取扱い 例：トイレ、更衣室、浴室 など

２ 合理的な配慮状況の進行管理

根拠

指針の構成

令和４年度末

策定時期

・県は、条例第３条の基本理念にのっとり、事務事業の実施に当たり合理的配慮を行う。
・合理的配慮に当たっては、必要に応じて事業の目的や過度の負担の有無を踏まえる。

基本的な考え方

資料２－２
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合理的な配慮指針の検討ポイント

１ 性別を把握する合理的理由について
・統計上の必要性

性別による調査研究やニーズ把握の必要性がある場合
→性別記入欄へ「その他」欄の設定、性自認による記入の検討

・医療上の必要性
医療行為を行うにあたり、性別の把握が必要である場合

・男女共同参画の推進上の必要性
県審議会委員における女性登用状況、家庭と地域における男性の参画や女性活躍の状況など

・その他施策の実施上、必要と認められる場合 （例）スポーツ振興施策など

※ 「ジェンダー統計の観点からの性別欄検討ワーキング・グループ」（内閣府男女共同参画局）における検討結果も踏まえる。

２ 施設・設備の整備における取扱い
(例）トイレ、更衣室、浴室など

・既設の場合

・新設・改修の予定のある場合

資料２－３
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条例に基づく基本計画の策定について

・埼玉県性の多様性を尊重した社会づくり条例第９条

１ 計画の根拠

・令和５年度～令和７年度（３年間）

２ 計画期間

条例第９条に基づき、以下の事項を盛り込む

・性の多様性を尊重した社会づくりに関する基本方針

・性の多様性を尊重した社会づくりに関する具体的施策

・上記２項目のほか、性の多様性を尊重した社会づくりに関する施策を総合的かつ計画的
に推進するために必要な事項

４ 計画に盛り込むべき事項

・県における、性の多様性を尊重した社会づくりに関する施策を総合的かつ計画的に
推進するための計画

３ 計画の位置づけ

資料３
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埼玉県男女共同参画推進条例及び埼玉県男女共同参画基本計画に基づき、審議会等及び協議会
等への女性の登用を促進、県の政策・方針決定過程への女性の参画拡大を図る。

（根拠）審議会等及び協議会等への女性の登用促進要綱

趣 旨

(1) 審議会等 法律又は条例で設置されている附属機関

(2) 協議会等 県の要綱、要領、個別の決裁等に基づき設置され県職員以外の者が構成員の全部
又は一部となっている協議会等 ※ 関係行政機関又は関係団体との間の連絡調整を行う会議等を除く。

対 象

(1) 審議会等の委員に占める女性の割合 ４２％（令和８年度末）
なお、目標値における審議会等には、法律により設置されている委員会・委員を含むものとする。

(2) 協議会等の委員に占める女性の割合 ４２％（令和８年度末）

目 標 値

参考資料２

本県における審議会等及び協議会等への女性の登用促進について
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女性、 男性双方の会員がいる 関係団体と 意見交換を行った。

【 委員などにおける 女性の登用】

　 審議会、 委員会、 協議会、 審査会等、 各種会議の構成委員に女性を積極的に登用し た。

【 女性職員、 男性職員双方によ る 企画・ 立案・ 実施】

　 企画会議に男女双方の職員が参加し た。

　 事業の実施や公的広報物作成では、 女性職員・ 男性職員双方の意見を反映さ せた。

【 女性、 男性双方の県民が事業に参加】

　 会議等の委員は性別に偏り がないよ う に委嘱し た。

　 九都県市合同防災訓練等に女性・ 男性双方の住民が参加し た。

４ 　 令和2 年度「 事業のチェ ッ ク ポイン ト ５

①事業の対象を 男女別に把握

相談件数、 研修受講者（ 修了者） 数、 対象職員数、 利用者数、 平均賃金、 育児休業取得者数など で、

男女別にデータ を把握し た。

男女別アンケート を実施し 、 ニーズの把握や今後の事業展開に役立てた。

②企画、 立案、 実施への男女共同参画

【 県民コ メ ント の実施】　

　 条例や計画の策定において県民コ メ ント を実施し 、 男女の区別なく 意見を聞いた。

【 ボラ ン ティ ア団体・ Ｎ Ｐ Ｏ 等から のヒ アリ ン グ】

　

」 の概要

男女共同参画基本計画」 の主な関連事業について、 担当課所が「 チェ ッ ク ポイ ン ト 5 」 に基づき 自己「　 　

チェ ッ ク を行った結果は次のと おり です。

 ( １ ) 「 チェ ッ ク ポイ ン ト ５ 」 のチェ ッ ク 結果

　 　 チェ ッ ク ポイ ント ５ を実施し た令和2 年度関連事業…293事業

 ( ２ ) 男女共同参画に配慮し た主な内容（ 概要）

　 ※＜　 ＞内は事業名等。 特に記載のないも のは各種事業共通。

１ 事業の対象と なる 人々及びその現状を 男女別に把握し た

２
事業の企画、 立案、 実施の際、 女性、 男性双方の意見を 聞いた、

または双方が参加し た

３ 女性、 男性双方にと っ て利用・ 参加し やすいよ う な配慮をし た

４ 事業の方向性を 男女共同参画に配慮し た

５ 事業の効果が女性、 男性それぞれに寄与し

1 1 2 事業（ 3 8 .2 ％　 前年： 4 1 .1 ％）

1 9 6 事業（ 6 6 .9 ％　 前年： 6 5 .9 ％）

1 7 4 事業（ 5 9 .4 ％　 前年： 6 1 .6 ％）

1 2 5 事業（ 4 2 .7 ％　 前年： 4 4 .6 ％）

2 2 5 事業（ 7 6 .8 ％　 前年： 7 7 .1 ％）た
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③女性、 男性双方にと っ て利用・ 参加し やすいよ う な配慮

【 イ ン タ ーネッ ト の活用】

　 相談、 各種講座、 イ ベント 等の申込みを、 パソ コ ン・ 携帯電話等から 電子で行う こ と ができ る 。

　 啓発資料など はいつでも ホームページから ダウ ンロ ード 可と し ている 。

【 時間帯の配慮】

　 事業や相談、 研修会等を夜間や休日に実施し たり 、 日中と 夜間の時間帯両方を 設ける など 、 女性・

男性双方が参加し やすいよ う 配慮し た。

　 ＜男女共同参画推進センタ ー運営費＞

　 　「 With You さ いたま 」 は月～土曜は 21 時ま で、 日曜・ 祝日も 17 時30 分ま で開館し ている 。

【 育児・ 介護への便宜】

　 県民を 対象と し た講座等を 実施する 際には、 可能な限り 保育室の提供、 保育士の手配など を 行い、

子育て世代の参加に配慮し た。

【 その他】

　 エレ ベータ ー、 障害者対応型ト イ レ の設置など の駅のバリ アフリ ー化を推進し ている 。

④事業の方向性を 男女共同参画に配慮

広報物の作成、 研修会の実施において、 内容が男女のど ちら か一方に偏る こ と がないよ う 配慮し た。

＜女性の視点を踏ま えた避難所の設置・ 運営＞

　 市町村地域防災計画修正の事前相談にあたり 、 男女共同参画への配慮について助言し た。

＜「 男性のための悩み相談」 の実施＞

　 男女共同参画の視点から 男性をサポート する ために、 男性臨床心理士によ る 電話相談を実施し た。

⑤事業の効果が女性、 男性それぞれに寄与

＜県営住宅の定期募集＞

　 県営住宅の定期募集の抽選において、 母子・ 父子世帯に対する 優遇措置を図り 、 安心し て子育てを行

う 場を確保する こ と ができ た。

＜「 表現ガイ ド 」 の普及促進＞

　 よ り 良い公的広報を 目指し た「 男女共同参画の視点から 考える 表現ガイ ド 」（ 冊子） を 活用し 、 広報

物作成のガイ ド ラ イ ンと し て、 よ り 適切な表現を考える 手がかり を提供し た。

＜企業内保育所設置等促進事業＞

　 企業内保育所の設置が進むこ と によ って、 男女を 問わず子育て期の従業員にと ってよ り 働き やすい職

場づく り の形成に寄与し た。
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令和４年度 埼玉県性の多様性に関する施策推進会議のスケジュール

１ スケジュール

第１回 第２回 第３回 第４回

６月１０日 ７月２６日 １１月 ３月下旬

２ 審議内容

(1) 第１回（６月）
・ＬＧＢＴＱ企業指標制度（仮称）について

(2) 第２回（７月）
・ＬＧＢＴＱ企業指標制度（仮称）について
・県の事務事業に係る合理的配慮について

(3) 第３回（１１月）
・埼玉県性の多様性を尊重した社会づくり基本計画について
・県の事務事業に係る合理的配慮指針について

(4) 第４回（３月）
・埼玉県性の多様性を尊重した社会づくり基本計画について
・県の事務事業に係る合理的配慮指針について

参考資料４
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